
厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
分担研究報告書 

 

医療安全支援センターにおける業務の評価及び質の向上に関する研究 
 

― 中核市と保健所政令市等に焦点を当てた保健所設置市型医療安全支援センターの活動分析 総括 ― 
 

研究分担者  長川 真治  防衛医科大学校医学教育部防衛医学講座 准教授 
 

研究要旨 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
Ａ 研究目的 
現在活動している医療安全支援センターのうち、中核

市と保健所政令市及び特別区で保健所設置市型センター

を有する自治体を対象として、その活動状況と初任者研

修参加者数の相関を分析した。 
 
Ｂ 研究方法 
分析対象とした市区は、４４中核市の内で医療安全支

援センターを設置済みの３４市（支援センター設置後７

年以下の２市を除く）と８保健所政令市で支援センター

設置済みの４市、更には特別区で支援センターを有する

１区の、合わせて３９自治体である。 

分析項目としては、平成２７年度「医療安全支援セン

ターの運営の現状に関する調査報告書」からは（苦情•相

談）件数及び各支援センターの活動状況等のデータを、

更に各市区のホームページからは住民人口（平成25〜27

年度で最新のデータ）を入手して比較検討の基礎とした。 

研修参加者数については、2008年度から2014年度まで

の７年間において、年 4 回実施してきた初任者研修の総

参加者数とした。相談苦情の件数は、2015年度のデータ

を利用した。各保健所設置市のデータで、相談・苦情件

数を結果変数とし、人口及び初任者研修参加者総数を説

明変数とした。 

研修参加人員については、自治体の規模で構成員の数

が異なることから、当該自治体に研修参加の計画がある

かどうかを判断する基準として、７年間での総参加者数

を３人以下の自治体と、４人以上の自治体に分けて分析

した。一方で、感度分析のために、研修に５名以上参加

と４名以下参加、４名以上参加と３名参加の自治体で相

談苦情数を比較も行った。 

各群間はstudent-t testで検定した。合わせて、各セ

ンターが活動の為に有する有益な資源の有無、及び実施

している活動に関しても比較検討した 

 

Ｃ 研究結果 
 結果は、表１の通りである。 
感度分析の結果は、表２から表４の通りである。 
各センターが活動の為に有する有益な資源の有無と実

施している活動と、相談苦情件数との比較検討は表５の

通りである。 
 

Ｄ 考察 
研修参加者が多い自治体と少ない自治体との比較検討

では、人口規模がほぼ同一にもかかわらず苦情件数が約

１．５倍（137.89 対 89.91）であり、相談件数は約２.

５倍（251.79 対 103.73）であった。（昨年報告済み） 

【目的】これまでの報告で保健所設置市型の医療安全支援センターに焦点を当て、その活動状況に影響を与える

要因に関して分析を試みてきた。今年度は、昨年報告した研修参加状況と相談苦情対応との相関関係の結果の頑

強性を検討するととともに、それ以前に報告した支援センターの有する基盤の有無を研修参加の観点から再度分

析した。 
【方法】分析対象としたのは、医療安全支援センターを設置して７年以上が経過した３４中核市と４保健所政令

市及び１特別区の３９自治体であり、研修参加と相談苦情件数それぞれとの相関について感度分析を行うととも

に、過去の報告で用いた支援センターの有する基盤と研修参加の相関について検討した。【結果】７年間の初任

者研修参加状況で自治体の人事異動を考慮し、期間中に研修参加が４名以上か３名以下を境界にして研修参加を

継続しているか否かの境界にした２群で分析し、人口には有意差はないものの相談数と苦情数それぞれに統計的

有意差を認めた。 
【考察】感度分析は、研修に５名以上参加と４名以下参加、４名以上参加と３名参加の自治体で相談苦情数を比

較し、結果の頑強性が確かめられた。いずれの群間でも人口には統計的有意差は認めず、一方で相談件数は前者

の群では有意差を認めたが、苦情件数では統計学的有意差は認めなかった。しかし、研修参加が多い自治体ほど、

相談苦情の両件数とも多くなる傾向があった。 



統計学的には相談苦情いずれの群でも有意差を認めた。 

感度分析の結果からも、研修参加者が少ない自治体で

は、より少なくなるほど相談・苦情両件数とも少なくな

る傾向を認めた。特に、研修参加総数の境界を５名以下

と４名以下にした場合でも、相談件数では統計学的に有

意差を認めている。詳細は載せていないが、研修参加が

少ない自治体については、研修開催地から遠隔地にある

市がほとんどを占めていた。 

活動の為に有する有益な資源の有無及び実施している

活動の有無と相談苦情件数との比較検討では、いずれも

研修参加が多い自治体の方が資源や活動を有している場

合が多かった。 
別報告でも述べているが、各自治体からの研修への参

加は、予算上の問題で開催の場所が影響している可能性

が高い。その結果を裏付けるように、この報告でも研修

参加は、参加費用に影響する研修開催場所との距離に関

係している傾向があった。 
本報告の限界としては、各自治体の有する地政学的特

性については分析に含めることができていない（都道府

県庁所在地であるかなど）こと、 
研修参加の多少の背景に関しては、研修開催場所との

距離を除き考察ができていないこと、活動状況と相談苦

情件数との因果は推測できないこと、及び各センターが

相談苦情を受けている範囲について、同一なのか異なっ

ているのかが調査できていない（地域内の医療施設利用

者なのか、在住市民なのか）こと等が挙げられる。 
 
Ｅ 結論 
 中核市と保健所政令市等における医療安全支援セン

ターでは、研修参加機会が多い自治体ほど、背景人口

とは関係なく相談苦情への対応件数が多い。 

 支援センターの活動性を上げる手法として、研修へ

の参加を促すことが解決策になる可能性がある。 

 

Ｆ 健康危険情報 
 なし 

 

Ｇ 研究発表 
 同趣旨の発表を、第７６回日本公衆衛生学会総会（開

催：鹿児島市）で実施した。 
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